
No N-01

所管センター 横浜

分野 日本文化

研修コース名 食を通じ た日系団活性化

受入人数 8

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（ 水）

帰国日 2026年6月18日（ 木）

提案団体 公益財団法人海外日系人協会
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 水上　 貴雄

連絡先メ ールアド レス kenshu@jadesas.or.jp

研修員必要資格
【 必須資格】
所属日系団体において和食に関する活動の実施に関わったことのある者。
帰国後、 習得した技術を日系社会や地域社会のために役立てられる者。

研修員に必要な実務経験年数 実務経験1年以上

研修使用言語 日本語、 スペイン語
日本語能力
（ JLPT目安）

不問

英語能力 不問

研修目標 食を通じた地域活性化のための日系団体活動に関する知識を習得する。

期待される成果
（ 習得する技術）

1. 日本食を中心と した調理技術を習得し 、 地域のリ ソースを活用した地域活性化に資する新たなレシピや
特産品等のアイディ アを考察する。
2. 食を活用したイベント や教室運営などコミ ュニティ 活動への参加者増に資するアイディ アを考察する。
3. 持続可能な日系団体運営のための基礎的な知識を習得する。
4. 研修員が、 帰国後の具体的実践計画を作成する。

研修計画（ 内容）

＜和食・ 地域リ ソース活用＞
【 講義】 和食の継承、 イベント 食と家庭料理、 特産品加工、 和菓子基礎／【 実習】 和食調理技術、 ラーメ
ン調理技術、 代替材料を活用した和食、 和菓子基礎／【 演習】 地位資源を活用した食／【 視察】 農産物加
工と地域活性化、 和食と道具

＜和食活用法＞
【 講義】 和食イベント 企画と地域活性化、 和食教室運営／【 実習】 和食イベント 企画、 和食教室企画／【
視察】 和食イベント 、 和食教室運営

＜日系団体運営＞
【 講義】 日系社会と日系団体活動、 ファ ンド レイジング手法／【 演習】 ファ ンド レイジング計画立案／【
視察】 女性部の活動

＜実践計画作成＞
ファ シリ テーショ ン手法、 討議、 実践計画作成

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

近年、 和食、 日本のポッ プカルチャーが世界的にブームとなっていることに伴い、 様々なイベント に焼き
そばや焼鳥などの和食、 イベント 食が提供されている。
本研修では和食はもとより 地域資源を活用した地域活性化の方法や事例、 団体運営管理についても学び、
更なる日系社会及び地域社会の活性化を目指す。 研修内容もイベント 食やケータ リ ングサービス等、 幅広
い和食の提供方法を学ぶと同時に、 食を通じた地域活性化に取り 組む地域団体の視察を通し 、 地域社会の
活性化及び課題解決手法を学び、 現地における農産物加工および様々なイベント において提供できる新メ
ニューの考案及び既存メ ニューの改良を目標とする。 和食を通じた日系団体活性化は、 和食という 日本文
化の継承につながると同時に、 日系団体の活性化のみならず地域社会の活性化及び地域社会に貢献する活
動となることが期待できる。

応募希望者への特記事項
どのよう な食に関する活動に、 どのよう に関わったかを明記いただきたい。 （ 一定の調理経験がないと一
から日本で学ぶには時間が足り ないと思われるため）
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No N-02

所管センター 横浜

分野 日本文化

研修コース名 日本文化活動コーディ ネータ ー育成（ 応用）

受入人数 8

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（ 水）

帰国日 2026年6月19日（ 金）

提案団体 公益財団法人海外日系人協会

提案団体ウェブサイトアドレス ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 水上　 貴雄

連絡先メ ールアド レス kenshu@j adesas. or . j p

研修員必要資格

【 必須資格】
1. 日系団体等のイベント 企画運営実務者または団体役職員・ 会員であること 。
2. 文化活動に関するイベント 企画運営に関する実務経験が原則、 3年以上
【 望ましい資格】
1． 日本語または英語、 スペイン語でのコミ ュニケーショ ン能力を有すること 。 （ 原則、 日本語⇔スペイ
ン語での講義が実施されるため）

研修員に必要な実務経験年数 その他（ 必要資格欄に記載）

研修使用言語 日本語、 スペイン語
日本語能力
（JLPT目安）

不問

英語能力 不問

研修目標
研修員が、 日本文化・ 歴史に関する知識を深め、 日本文化の継承および普及のための文化活動、 イベント
を企画・ 運営するための知識および技術を習得する。

期待される成果
（習得する技術）

1. 日本文化に関する知識を深め、 文化指導の実践方法が習得される。
2. 日本文化活用したイベント や教室運営などコミ ュニティ 活動への参加者増に資するアイディ アを考察す
る。
3. 持続可能な日系団体運営のための基礎的な知識を習得する。
4. 研修員が、 帰国後の具体的実践計画を作成する。

研修計画（内容）

＜日本文化知識・ 文化指導実践＞
【 講義】 日本の風土と年中行事、 日本の祭り と NPO活動、 日本伝統文化論、 運動会の歴史、 ポッ プカルチ
ャー論／【 演習】 日本伝統文化紹介手法／【 視察】 文化施設見学とワークショ ッ プ体験

＜文化イベント ・ 文化教室運営＞
【 講義】 地域活性イベント 企画手法、 日本の歴史・ 文化を活用したビジネスモデル／【 演習】 地域活性化
イベント 計画立案、 スポーツを活用したイベント 企画／【 視察】 日本の祭り 、 日本文化教室運営現場

＜日系団体運営＞
【 講義】 日系社会と日系団体活動、 広報活動手法、 ファ ンド レイジング手法／【 演習】 ファ ンド レイジン
グ計画立案、 広報計画立案／【 視察】 日本文化継承活動団体

＜実践計画作成＞
ファ シリ テーショ ン手法、 討議、 実践計画作成

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

日本文化活動を通じて日系社会が地域とつながり 、 日系人のみならず地域全体を巻き込むかたちで活動を
実施することは、 地域住民との交流を深め、 地域社会への貢献を実現する上で重要な意義を持つ。 こう し
た活動を通して、 地域住民に日系社会の存在やその価値を広く 知ってもらい、 相互理解を促進することで
、 地域全体の活性化へとつながることが期待される。
さ らに講義や視察を通じて日本の伝統文化及び現代文化に対する理解を深め、 その文化的価値を再認識す
ることにより 、 研修員自身が文化継承と普及の意義を体感できる点において、 本研修は極めて高い意義を
持つ。

応募希望者への特記事項
・ 研修に関心をお持ちの方はお気軽にお問い合わせく ださい。
・ 本研修は主に日系団体での活動歴が長い研修員を対象と しており 、 ご不安な方は応募前にお問い合わせ
く ださい。
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No N-03

所管センター 四国

分野 日本文化

研修コース名 日系青少年団体のための組織マネジメ ント 論とプログラム開発～高知よさ こい文化からの学び～

受入人数 8

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年8月18日（ 火）

提案団体 高知希望工程基金会
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

ht t ps: //aya3988. wi xsi t e. com/my-si t e/home　
ht t ps: //www. khpf j p. com

担当者名（ 日） 山中茂

連絡先メ ールアド レス chinatu6732@ybb.ne.jp
研修員必要資格 日系社会をエンパワーメ ント するボランティ ア活動においてリ ーダー的役割を期待できる人材

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 日本語、 スペイン語またはポルト ガル語
日本語能力
（ JLPT目安）

N4

英語能力 不問

研修目標

研修員が、 日系ボランティ アのエンパワーメ ント 向上に必要なボランティ ア団体のリ ーダー（ サブリ ーダー、
ミ ド ルリ ーダー） 育成や組織マネジメ ント 、 交流コンテンツの創造、 ステイクホルダーのネッ ト ワークの形成
、 広報戦略等の課題ダイバーシティ ・ ネッ ト ワークマネジメ ント 力を有する日系青年リ ーダーを育成する。 ま
た、 所属団体や今後のスタート アッ プ団体を想定してのアクショ ンプランを創造する

期待される成果
（ 習得する技術）

１ ． 不特定多数の青少年を集客するボランティ ア団体に必要なリ ーダーシッ プや組織マネジメ ント 力、 交流コ
ンテンツの創造力や広報戦略スキル
２ ． 会場及び路上イベント の運営スキル
３ ． 人材ネッ ト ワーク形成スキル
４ ． ローカルユースとの交流スキル

研修計画（ 内容）

１ ． 講義： 日本青年国際交流機構全国大会の企画・ 運営、 「 世界青年の船」 事業地域実践活動の企画・ 運営、
青少年育成団体の組織マネジメ ント 、 青少年育成団体のリ ーダーの資質、 よさこいで復活した万々商店街物語
、 ネッ ト ワークコミ ュニケーショ ン力
２ ． 視察： 高知よさこい情報交流館、 高知城、 高知城歴史博物館等
３ ． 実習： よさこい鳴子踊り （ 多国籍の国際チームに参加）
４ ． 交流： ユースフォーラム、 ローカルユースとの交流
５ ． 発表： カント リ ーレポート 、 アクショ ンプラン
６ ． 表敬： 高知県、 高知県議会

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

研修では、 10年間、 不特定多数の青少年の集客に成功している青少年国際交流団体のリ ーダーとよさこい祭り
をツールに商店街の活性化やインクルーシブな多国籍チームを運営するリ ーダーを招へいし 、 彼らの講義と主
催イベント への参加を通じて、 日系ボランティ アのエンパワーメ ント に必要なリ ーダーの資質やパッ ショ ン、
組織マネジメ ント 、 交流コンテンツの創造、 他者を巻き込む集客エナジー、 人材ネッ ト ワークの形成、 広報戦
略スキル等を学び、 日系社会に新たな活力をもたらすリ ーダーの育成と日系ボランティ アのエンパワーメ ント
を向上させることができる。
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No N-04

所管センタ ー 四国

分野 日本文化

研修コ ース名 阿波踊り 技術研修

受入人数 4

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年8月30日（ 日）

提案団体 四国大学

担当者名（ 日） 萩原八郎、 林　 夏木

連絡先メ ールアド レ ス hachi r o-hagi war a@shi koku-u. ac. j p
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

ht t ps: //www. shi koku-u. ac. j p/

研修員必要資格

徳島で阿波踊り を 専門的かつ短期集中的に学ぶ意志があるこ と が最低限の必要資格。 また、 伝統芸能の継
承に意欲的な人物であるこ と も 必須条件。 入門的な内容ではなく 、 発展的な内容に取り 組むため、 阿波踊
り あるいは伝統芸能に関する活動に3年以上従事し た経験と と も に、 阿波踊り に関する基礎知識を 有する
も のであるこ と も 必要資格。

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 日本語、 英語、 ポルト ガル語、 スペイ ン語
日本語能力
（ JLPT目安）

不問

英語能力 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標
徳島で専門家の直接指導による研修を 行う こ と で阿波踊り の基本と 合わせて鳴り 物の演奏方法についても
基本的な知識と 技術を 獲得し 、 現地日系社会に戻っ てから の継続的発展につなげていく こ と 。 自己研鑽と
合わせて普及活動も 行う こ と 。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1.  研修員が徳島の阿波踊り の多様性と 共通する基本的な技術を 理解する。
2.  基本的技術を 理論と 共に習得し 、 独自の工夫が可能と なる。
3.  自ら 模範を 示し ながら 理論的にも 教えら れるよう になる。
4.  徳島と のつながり を 確立し 、 以降も 連携し て効果的な普及活動を 行う こ と ができ る。

研修計画（ 内容）

1.  講義： 阿波踊り の歴史と 文化、 踊り と 鳴り 物の理論と 技術などについて学ぶ
2.  実習： 県内の有名連および四国大学連の練習に参加し て自己研鑽に励む
3.  見学： 有名連などの阿波踊り の演出（ 集団と し ての動き ） についても 学ぶ
4.  セミ ナー： 阿波踊り の普及活動等に関する研修
5.  発表： 研修最終日に学内で実施

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

こ れまでの練習や実績を 踏まえて、 研修の成果を 活かすこ と でさ ら に大き く 進展するき っ かけになると 思
われる。 現地日系社会では日本各地の伝統芸能を 実践し ているグループが相当数あるので、 伝統芸能の本
場に学びつつ独自の工夫を 加えて発展し ていると いう 現地日系社会への模範的事例を 示すこ と ができ る。

応募希望者への特記事項
自分の研修目標等を も っ て自主的に活動するよう お願いし ます。 担当者ができ るだけサポート し ます。 複
数の有名連の練習に参加さ せていただく 予定ですので積極性と 協調性が求めら れます。 宿舎はホテル滞在
を 想定し ています（ 学内のゲスト ハウスや学生寮の利用も 検討し ます） 。
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No N-05

所管センター 札幌

分野 日本文化

研修コース名 日本の食文化の特性と 栄養・ 健康への効果

受入人数 1

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日

提案団体 株式会社インターリ ージョ ン(酪農学園認定ベンチャー）
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

ht t ps: //i nr . j p

担当者名（ 日） 石井　 智美

連絡先メ ールアド レス isi-stm@rakuno.ac.jp

研修員必要資格
　 日本の食に対する関心があり 、 帰国後日系社会へ食を通した貢献を行う 意志を持っていること 。 食に関
する資格の取得者であるか否かは問わない。

研修員に必要な実務経験年数 実務経験1年以上

研修使用言語 日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N4

英語能力 不問

研修目標
　 日本の食の特性、 歴史を文化的な背景から学ぶと と もに、 食材の選択、 食材の扱い方、 料理方法、 喫食
による健康への効果を習得する。 料理のレパート リ ーも増える。 それらの知見を生かして、 日系社会の高
齢者をはじめ各世代の食を支え、 日系社会に貢献する。

期待される成果
（ 習得する技術）

　 様々な食材、 衛生管理、 ダシの取り 方、 料理法などの食の知識を深めることは日本の食文化を知る事に
繋がる。 食と栄養に関する専門的な知識を深め、 血糖値を上げない料理方法、 食べ方など、 健康に役立つ
知識を系統的に学ぶことで、 帰国後の地域での料理講習会や栄養指導がより 充実する。 日系高齢者に向け
て、 つく り やすく 懐かしい日本の味の料理を提供することで、 健康・ 長寿へ貢献出来る。

研修計画（ 内容）

１ ． 日本の食の歴史、 味付け、 人の視覚、 嗅覚、 味覚について科学的な見地からの最新知見を学ぶ。
２ ． 大学での食に関わる専門授業、 実習、 演習に参加する。
３ ． 日本食、 発酵食品に関する専門演習、 研修を行う 。
４ ． 食の研修を実施する（ 関西方面) 。
５ ． 各種の料理講習を通し 、 大学内外で国際交流を行う 。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

　 今日、 世界的に日本の食へ関心は高いが、 健康を支えてきた食の在り 方、 変遷、 歴史への理解は十分で
はない。 日本食を支える植物性食材への知識、 栄養機能、 ダシの摂り 方など科学的な見地から紹介出来る
人はまだ少ない。 本研修では伝統的な日本料理、 家庭料理について、 帰国後、 その喫食効果と と も、 健康
に役立つ視点から作り やすい家庭料理、 特に世代別に合った料理を日系社会に広める。 そのための料理講
習会を立案、 運営するスキルを習得する。 そして現地にある食材でつく ることが出来る料理のテキスト を
つく り (研修中に作成） 、 日本の食について、 栄養とその文化的な背景を含めて伝え、 出身地の地域活動
を活性化させ、 地域の各世代の食を栄養面から支えて行く 役割を担う 。

応募希望者への特記事項 研修の詳細は石井までメ ールで問い合わせてく ださい。
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No N-06

所管センター 四国

分野 日本式経営

研修コース名 女性起業家の養成講座

受入人数 10

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（水）

帰国日 2026年6月9日（火）

提案団体 特定非営利活動法人グローカル四国

担当者名（ 日） 河内　 正則

連絡先メ ールアド レス mkawa426@gmai l . com
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

なし

研修員必要資格 応募条件として、起業して間もない（２～３年目）女性経営者、これから起業を考えている女性実務家

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 日本語、ポルトガル語
日本語能力
（ JLPT目安）

N5

英語能力 不問

研修目標
研修員が、起業に必要な経営知識を講義や演習を通じて習得し、かつ、起業に必要なビジネスプランを演習や起業
間もない企業の視察・懇談を通じて作成する。

期待される成果
（ 習得する技術）

　１．研修員が起業に必要な経営知識を、講義・討議を通じて習得する。
　２．研修員が起業に必要なビジネスプランを、講義・演習を通して作成する。
　３．研修員が帰国後も起業家同士のネットワークの構築を図る。

研修計画（ 内容）

　１．講義・討議：「日本の経済」「日本的経営」「日本の起業家」
　２．講義・演習：「ビジネスプランの作成」①環境分析（SWOT分析）、②経営戦略、
　　　③経営理念、④事業コンセプト、⑤マーケティング、⑥人材マネジメント、
　　　⑦財務
　３．視察・懇談：「起業間もない企業(２社)
　４．懇談会：「先輩起業家に学ぶ」
　５．日本文化理解：「さぬきうどんづくり体験」
　　　　　　　　　　日本庭園「栗林公園」散策・抹茶体験
　６．発　　　表：「ビジネスプラン」発表

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本コースは、講義や演習を通じて起業に必要とされているブジネスプランを作成することを目指して実施する。また、
本コースでは、香川大学地域マネジメント研究科で実際に起業した大学院生に対してサポートを行った経験がある
元教授・講師３名による講義・演習により、起業に必要な知識を学ぶ。
さらに、起業間もない日本企業を視察し、経営者と懇談することで、研修員プラス日本人経営者とのネットワークの
構築を図る。
研修員が、帰国後に起業すれば、現地日系社会の地域経済の発展に大きく貢献することができる。

応募希望者への特記事項
研修は、日本語で行いますが、ポルトガル語で通訳いたします。
また、日本語能力は不問としますが、日常会話ができれば訪問企業の経営者とのコミュニケーションをより深く図る
ことができます。

2026年度日系社会研修　コース概要	



No N-07

所管センター 中国

分野 日本式経営

研修コース名 日本社会におけるビジネススキルの習得及び日系アイデンティ ティ の涵養

受入人数 1

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日
2026年12月（ 約５ か月）
※受入機関との調整により 変更の可能性あり

提案団体 島根県

担当者名（ 日） 細木　 由紀子

連絡先メ ールアド レス bunka-kokusai@pref.shimane.lg.jp
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

ht t p: //www. pr ef . shi mane. l g. j p

研修員必要資格 島根県にゆかり のある日系団体に所属している者、 または、 今後所属する意思がある者

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N4

英語能力 英語でのコミ ュニケーショ ン可

研修目標

　 島根県内の企業、 特に、 地域における中小企業ならではの顧客一人一人を大切にするサービスの提供、
消費者動向分析、 広報のノ ウハウなど経営手法を習得する。 また、 日本の組織の在り 方やそれに内在する
日本の精神や価値観について学ぶほか、 文化体験等により 、 日本の風土、 風習、 文化等深いレベルでの日
系アイデンティ ティ の涵養を目指す。

期待される成果
（ 習得する技術）

①研修員が、 日本企業におけるマーケティ ング・ 広報技術を理解する
②研修員が、 自国で応用可能な経営管理を習得する
③研修員が、 日本の組織運営方法等を理解する
④研修員が、 日本の伝統文化等に関する知識を習得する
⑤研修員が、 帰国後の具体的な活動計画を作成する

研修計画（ 内容）

１ ． 企業における専門研修
　 　 ①マーケティ ング、 広報技術の実習
　 　 ②経営管理に関する実習
　 　 ③組織運営に関する実習
２ ． 日本文化等に関する視察・ 実習等
３ ． 関係者への研修結果の報告

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

　 日本企業での専門実習を取り 入れる本研修において、 中南米の日系社会研修員が自分のルーツである日
本企業における経営のあり 方、 マーケティ ング、 広報技術等の専門的・ 技術的スキルを習得し 、 帰国後、
母国における経済社会の発展に貢献する人材育成を図る。 また、 広く スキルが認知されることで、 日系コ
ミ ュニティ の活性化及び母国の経済界における日系人の社会的評価の向上が期待できる。 併せて、 日本人
の働き方や仕事の進め方を体感し 、 日本企業のマネジメ ント スキルを習得することで、 母国での経済活動
の活性化に貢献し 、 地域の発展に大きく 寄与することができる。 他、 自身のルーツとなる日本における文
化体験等が、 より 深い日系アイデンティ ティ の涵養に繋がる。

応募希望者への特記事項 研修効果に鑑み、 島根県人会等、 島根県にルーツを有する者が望ましい
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No N-08

所管センタ ー 北陸

分野 教育

研修コ ース名 「 日系アイ デン ティ ティ 涵養・ 日系史教育教材作成」 演習

受入人数 2

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（ 水）

帰国日 2026年7月24日（ 金）

提案団体 国立大学法人　 金沢大学

担当者名（ 日） 太田　 亨（ 国際日本研究教育センタ ー・ 副センタ ー長・ 教授）

連絡先メ ールアド レ ス akirao@staff.kanazawa-u.ac.jp
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

http://kuglobal.w3.kanazawa-u.ac.jp/sie/culture/（日）
http://kuglobal.w3.kanazawa-u.ac.jp/eg/sie/culture/（英）

研修員必要資格

必要資格： 次のいずれかの形で日系文化継承教育に携わるか， 今後携わる予定がある者
1. 具体的な希望教材制作テーマに関するアイ デアを 応募時点で有するこ と （ 最重要視する， 必須）
2. 現地日系協会や日本人会組織等が運営する機関において， 日系人子弟を 含む対象者に対する日系文化継
承教育又はその教材制作に携わる者（ 今後携わる予定がある者も 含む） であるこ と が望まし い
3. 所属機関や当該専門分野における中堅的人物であるこ と （ 公的な第三者又は第三者機関による推薦を 得
るよう にするこ と ） （ 望まれる）
4. パソ コ ン（ OS不問） 及び電子メ ール送受信， プレ ゼン能力， SNS等の基本操作が支障なく でき るこ と （
必須）

研修員に必要な実務経験年数 最終学歴修了後3年以上の実務経験

研修使用言語
基本的に英語・ 一部日本語
（ ただし 、 太田教授と のやり と り はスペイ ン語でも ポルト ガル語でも 可能）

日本語能力
（ JLPT目安）

N4

英語能力 英語での資料読解、 発表、 レ ポ―ト 作成可

研修目標

「 現地の中核と なる日系文化継承教育者又は教師指導者」 を 対象に， 研修員自ら が日頃から 抱える日系文
化継承教育のための教材制作テーマに関する研修を 行う と と も に， 日本の歴史や文化， 社会的背景， 現代
日本の実情などについて体験を 交えて深く 理解する。 また， 研修により 得ら れた成果を 発表・ 公表し ， 当
該国の日系文化継承教育のために活用するこ と を 目指す。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

・ 絵画・ 漫画・ 動画など， 日本（ 特に金沢を 含む北陸地方） だから こ そ入手可能な視覚教材資料の探索と
収集
・ 教材制作に関わる各種スキル（ 制作， 編集， 管理・ 更新方法など） の修得
・ 研修員の指導対象と なる日系子弟を 想定し ， 学齢児童教育や語学教育現場視察を 通じ た教育技能のスキ
ルアッ プ
・ 日本文化， 日本史， 現代日本の社会実情などについて， 体験学習を 交えた深い理解
・ 研究成果のプレ ゼンテーショ ン， あるいは研究レ ポート の日・ 英・ 西又はポ語での記述
・ イ ンタ ーネッ ト の活用により ， 修得し た技術や成果を 研修員の母国の日系社会で広く 効果的に還元

研修計画（ 内容）

研修指導コ ーディ ネータ ーと し て， 国際日本研究教育センタ ーの太田亨・ 教授（ 専門は日本語・ スペイ ン
語・ ポルト ガル語間の対照言語学， 専門日本語教育学， 及び留学生教育） が中心と なっ て当たる。 研修員
候補者に対し ては， 受入れ申請が行われた段階から 電子メ ール等を 通じ て希望研修計画の概要を 問い， そ
の実現可能性に関する試問を 丁寧に行う 。 受入れが可能と 判断さ れた候補者と は， 研究の具体的な目標と
方法を 詰めていき ， 本学到着後に最終的な研究計画を 決定さ せる。
研修は， 以下の内容のも のを 想定する。
1. 講義： 日本文化概論， 日本史， 日本文化体験， 日本社会概論， 日本伝統芸能概論
2. 実習： 日本文化・ 社会プログラ ム， 日本伝統芸能演習， 等
3. 見学： 人間社会学域学校教育学類附属学校， 石川県を 始めと し た北陸各地の文化施設訪問（ 美術館， 博
物館， 等） ， （ 必要に応じ て） 研修員の研修内容に関わる地域への研修旅行
4. 学会・ セミ ナー・ 外部研修： （ 必要に応じ て） 研修員の研修内容に関わるも のへの参加を 検討
最終発表： 学内で研修最終日に実施予定（ 閉講式も 兼ねる）
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No N-09

所管センター 中国

分野 教育

研修コース名 日系コミュニティを中心とした「地域づくり」に繋がる日本語教育実践

受入人数 8

受入時期 下半期

来日日 2026年5月13日（水）

帰国日 2026年6月27日（土）

提案団体 （公財）ひろしま国際センター　研修部
提案団体ウェブサイトアドレ
ス

https://hiroshima-hip.or.jp/

研修員必要資格

【必要資格】
・日本語能力試験 N2相当以上の日本語能力(研修はすべて日本語で行われる)
・日本語専任教員として実働3～5年程度であること

【望ましい条件】
・年齢30～50歳が望ましい

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 日本語
日本語能力
（JLPT目安）

N2

英語能力 不問

研修目標

① 
実践的運用練習を通し、日本語の運用力向上を図ると共に、談話展開を自らの授業にどのように
応用できるかを検討する
② 
上記の日本語運用過程の振り返り等により、自らの日本語能力について客観的に認識し、学習課
題を知る
③ 
「外国語教育」としての日本語教育について、実践的シミュレーションを通し、自らの授業実践
を省察すると共に、日本語教授能力の向上を図る機会とする
④ 上記の過程を通し、日本語教材等、様々な日本語教育リソースに触れる機会とする
⑤ 
日本文化・事情、学校・地域日本語教室の視察等の体験を通し、日本および日本人に関する理解
を深めると共に、言語・文化を学習する意義について考察する機会とする

期待される成果
（習得する技術）

・日本語能力の向上(とりわけメタ言語表現を中心とした言語運用能力)
・「外国語教育」としての日本語教育能力の向上(省察的実践等を通した自己成長能力の向上)
・現地での日本語教育に資する日本文化・事情等に関する知見の獲得
・これからの「日本語教育」について探求する姿勢の涵養

研修計画（内容）

【日本語能力診断】
  ・日本語能力判定試験

【日本語運用能力】
  ・プロジェクトワーク
     ・導入 → 事前準備 → プロジェクトワーク(インタビュー活動等)
       → 結果発表(先行タスク) → フィードバック → 後行タスク

【日本文化・事情等】
  ・現代日本文化・事情(視察やプロジェクトワーク等を通して実施)
  
・多様な日本語学習について知る(学校訪問(国語教育・国際教室・夜間中学校等)、地域日本語教
室訪問等を通して実施)

【日本語教授法】
  ・模擬授業の実施
     ・導入→ 課題抽出 → 授業準備 → 模擬授業1(先行タスク)
       → フィードバック → 模擬授業2(後行タスク）→ フィードバック
       → まとめ(ディスカッション)

2026年度日系社会研修　コース概要



本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

・教師自身が自らの日本語能力を客観的に把握しようとすることで、日本語能力向上の機会とな
り、日本語指導の向上につながると考えられる。
・「外国語教育」としての「日本語教育」の方法について考えることにより、日本語教育の質の
維持・向上につながると考えられる。
・当該国における「日本語教育」の現代的意義を考えることにより、継承語教育の枠を超え学習
者の確保ができると共に、当該国の「ひとづくり」「地域づくり」に貢献することによる日系社
会のプレゼンス向上につながると考えられる。

応募希望者への特記事項



本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

日本文化の伝統と 歴史が色濃く 残る石川県金沢市に立地する金沢大学では， 2002年度から 「 文化社会学習プログラ ム」
及び「 いし かわ金沢学」 が実施さ れ， 現在は更に発展・ 進化し た「 日本文化・ 社会学習プログラ ム」 と し て， 国際日本
研究教育センタ ーで運営さ れている。
同センタ ーでは， 日頃から 日本語教育あるいは日本文化教育の教材作成ノ ウハウを通じ て教材制作指導が行える体制を
有するほか， 教授スタ ッ フ の中にスペイ ン語やポルト ガル語を解する教員がいるこ と も 大き な強みである。
こ れら 人的・ 教育的両面のリ ソ ースを生かし ， 日系アイ デンティ ティ の継承教育にふさ わし い， 視聴覚を中心と し た教
材制作研修の場を対象と なる日系研修員に提供でき るも のと 確信する。
また， 日系社会への裨益効果と いう 点においては， 研修成果を必ず電子媒体又は出版物と し て公表するよう 指導し てい
る。 こ れまでの実績から は， 「 YouTubeによる日本人の生の自己紹介教材ビデオの制作」 （ 2013年度， メ キシコ 研修員）
， 「 ポルト ガル語による金沢紹介サイ ト の開設」 （ 2014年度, ブラ ジル研修員） ， 「 Andr oi d 
OS対応の和太鼓指導用アプリ の開発」 （ 2015年度, ブラ ジル研修員） ， 「 日本のフ ァ ッ ショ ンに関する単行本上梓へ向け
た最新資料の収集と 公開」 （ 2016年度, ブラ ジル研修員） ， 「 日系人のアイ デンティ ティ の形成と 日本人移民の歴史につ
いての教材の精緻化」 （ 2018年度， ブラ ジル研修員） ， 「 石川県の歴史と 文化をポルト ガル語で紹介し た創作漫画『 ヒ
ロシの冒険』 制作プロジェ ク ト 」 （ 2019年度， ブラ ジル研修員） ， 〔 2020〜21年度はコ ロナ禍で受入れなし 〕 ， 「 日本
の中学校での部活動調査」 （ 2022年度， ブラ ジル研修員） ， 「 日本の祭り 運営方法修得」 （ 2023年度， ブラ ジル研修員
） ， 「 キュ ーバ日系人の連帯に寄与するための日本文化の普及方法」 （ 2024年度， キュ ーバ研修員） があり ， 着実に実
績と 成果があがっ てき ている。
特記すべき は， 2014年度研修員だっ た佐藤フ ラ ンシスコ 紀行氏と 2016年度研修員だっ た佐藤ク リ スチアネ阿久根氏夫妻
が共同で， 2017年4月から ブラ ジル三重県人会を拠点と し て行なっ ている「 日本の歴史」 コ ースの開講であろ う 。 概要は
JI CAのホームページ等ですでに掲載さ れたと おり で（ ht t ps: //www. j i ca. go. j p/yokohama/t opi cs/2017/170411_ 1. html ）
， 本研修受入れ担当の太田亨教授がYouTubeを使っ て「 日本留学」 に関する質問に答えたり ， 日本史を専門と する山本洋
教授（ 国際日本研究教育センタ ー長） が「 日本の近世史」 の講義にビデオ参加し たり し て協力を行っ たが， 同講座はブ
ラ ジルで人気を博し ， 2025年度も 継続し て開講さ れている。 また， 2022年3月には， 元JI CA派遣研修員がブラ ジルで累計
1万人に達し たこ と を記念し て『 I chi manni n - Depoi ment os de ex-bol si st as da 
JI CA』 がサンパウロ市で刊行さ れて本研修を受講し た元研修員の研修内容も 掲載さ れているこ と ， また2019年度研修員
のGust avo Tat sumi  Koki 氏の漫画作品『 ヒ ロシの冒険』 が2022年末にネッ ト 販売さ れたこ と を付け加える。

応募希望者への特記事項
応募にあたっ ては， 研修指導コ ーディ ネート を 担当する太田亨・ 金沢大学国際日本研究教育センタ ー・ 副
センタ ー長・ 教授にメ ールで連絡を 取り ， 研修計画を 英語で提示し ， 受け入れ承諾を 事前に得ておく こ と
を 大前提と する。



No N-10

所管センター 横浜

分野 教育

研修コース名 日系継承教育（ 教師育成Ⅰ）

受入人数 8

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日
2026年8月30日（ 日）
（ 3. 5ケ月/2026年5月8日～6月30日までの事前研修（ 通信） 1. 5ヶ月を含む）

提案団体 公益財団法人海外日系人協会
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

ht t ps: //www. j adesas. or . j p/

担当者名（ 日） 水上　 貴雄

連絡先メ ールアド レス kenshu@jadesas.or.jp

研修員必要資格

【 必須資格】
・ 日本語能力試験N3程度以上の能力を有すること （ 全講義、 日本語で実施されるため）
【 望ましい条件】
・ 原則、 日系移住者子弟の教育を目的と して設立された日系学校に勤務する教師
（ 継承教育を実践する教師を育成することを目的と した研修であるため）
・ 経験1～3年程度または教授時間300時間程度。
※上記の経験年数または教授時間以上であっても、 本コース受講経験がない場合は教師育成Ⅰからの応募
を推奨する。

研修員に必要な実務経験年数 その他（ 必要資格欄に記載）

研修使用言語 日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N3

英語能力 不問

研修目標
研修員が、 継承教育に関する基礎的な知識（ 言語、 文化、 歴史（ 移住学習を含む） ） 及び指導技術を習得
する。

期待される成果
（ 習得する技術）

1. 継承教育を担う 教師と しての基礎知識の習得及び専門的な日本語が習得される。
2. 継承教育と日系社会に関する知識が習得される。
3. 継承教育における言語及び教育に関する知識、 指導技術が習得される。
4. 文化的活動に関する知識及び指導技術が習得される。
5. 研修員が、 帰国後の具体的実践計画を作成する。

研修計画（ 内容）

1. 講義；
( 1)継承教育を担う 教師と しての基礎知識（ 主に通信研修： ブラジル日本語センター）

①講義及び演習に必要な日本語能力（ N２ 以上） の習得及び向上
②日本語文法、 教授法等の専門用語の理解、 基礎知識の習得

( 2)継承教育と地域・ 社会
継承教育と人格形成（ 日系継承教育の考え方、 日本及び移住の歴史） 、 言語と社会等
( 3)継承教育と言語
言語と心理、 言語と教育（ 言語教育法） 等
( 4)継承教育と文化
文化活動（ 日本事情、 日本文化体験） 等

2. 視察； 教育機関、 移住関連施設、 日本文化施設等

3. 演習
主に初級の学習者を対象と した模擬授業、 ワークショ ッ プ等

4． 実践計画作成
課題解決手法、 実践計画作成

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

貴機構による現地研修のための助成金交付や、 JI CA海外協力隊の派遣といった支援事業があり 、 各事業の
成果は認められるものの、 根本的な課題である教師不足の解消には至っていないため、 今後も他事業との
有機的な連携を図り つつ、 引き続き本研修の実施が必要である。
　 我が国と中南米諸国、 特に日系社会との関係を考えると 、 日系人が日系人と してのアイデンティ ティ を
維持・ 育成することは、 両国の良好な関係構築において極めて重要である。 その基盤となる日系継承教育
を持続的に発展させるためには、 本研修を通じて、 新しい指導法を修得し 、 伝統的日本文化および現代日
本文化、 移住史を含む日本の歴史、 日本事情に精通した教師を育成することの意義は大きい。
　 さ らに、 近年、 南米における日本語学習の目的の大半が「 マンガ、 アニメ に代表されるポッ プカルチャ
ーへの興味」 と なっている。 日系日本語学校が日本文化の多様な魅力を発信する拠点となるべく 、 教師に
対して幅広い日本文化知識の習得を促し 、 日本文化の担い手となる人材を育成していく こと も期待されて
いる。

応募希望者への特記事項
国際交流基金や各国の日本語教師養成講座、 汎米研修等に参加したと ころがある研修員は応募書類に記載
すること 。

2026年度日系社会研修　コース概要	

mailto:kenshu@jadesas.or.jp


No N-11

所管センタ ー 横浜

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コ ース名 高齢化対策・ 生活習慣病予防

受入人数 3

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（水）

帰国日 2026年8月1日 (土）

提案団体 順天堂大学

担当者名（ 日） 湯浅　 資之 

連絡先メ ールアド レ ス moyuasa@juntendo.ac.jp
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

https://med.juntendo.ac.jp/research/course/list/globalhealthresearch.html

研修員必要資格 必要資格；保健医療福祉分野に関心のある研究者、実践家や、行政関係者

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 英語、日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

不問

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修目標
高齢化対策・生活習慣病予防に関する公衆衛生学的課題の科学的な把握方法を学び、社会的ニーズに基づく適切
な対策が立案できるようになる。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①日本やアジア地域各国の高齢化対策の現状と課題を把握する
②基礎的疫学・統計手法（データの集め方、研究デザインの立案、基本統計量、差の検定、分散分析、多重線形回
帰分析、マルチレベル分析、共分散構造分析SEM、など）
③公衆衛生学に基づく政策手法（PRECEDE-
PROCEEDモデル、ヘルスプロモーション、ハイリスク・アプローチ、ポピュレーション・アプローチなど）

研修計画（ 内容）

１．講義；①基礎統計の解説、②医学部公衆衛生講義の聴講（日本語能力上可能なら）
２．実習；①大学院レベルのゼミ、②抄読会、③月例勉強会への参加
３．演習；①実地調査への参加、②データ入力、③データ解析(SPSS、SAS、Stata)
４．視察；大学病院、東京都杉並区、静岡県伊豆の国市、など保健医療福祉施設 
５．発表；学内研究発表会、学会での発表（予定）

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

日本の高齢化対策のみならず、順天堂大学と国際学術交流関係にあるタイ・シンガポール、韓国などアジア地域各
国の高齢化対策の現状と課題についても研修する。大学病院以外に、研究協力関係にある東京都杉並区の医療
施設、静岡県伊豆の国市などで日本の高齢者と向き合い現場で学ぶ。
日本での経験がそのまま社会経済状況や文化背景も異なるそれら諸外国に適用できるものではないが、社会的ニ
ーズを的確に把握し、政策化する基礎情報を与える疫学統計的手法は万国に共通するものである。従って、それら
諸国の近未来の公衆衛生上最大の課題となる高齢化対策・生活習慣病予防について、疫学・統計情報に基づくア
クションプラン策定を経験した人材を養成することは、研修参加対象国にとって貴重な貢献になると思われる。

応募希望者への特記事項 これまでに、ブラジル、ボリビア、キューバ、メキシコなど様々な国から研修を受け入れています。

2026年度日系社会研修　コース概要	

mailto:moyuasa@juntendo.ac.jp


No N-12

所管センター 札幌

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コース名 作業療法学

受入人数 1

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（水）

帰国日 2027年1月23日（土）

提案団体 札幌医科大学

担当者名 仙石泰仁

連絡先メールアドレス moyuasa@juntendo.ac.jp
提案団体ウェブサイトアドレ
ス

https://web.sapmed.ac.jp/hokegaku/ot/

研修員必要資格
現地の作業療法士資格または理学療法士資格を有している者
（学士もしくは同等程度の学力）

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 日本語、英語
日本語能力
（JLPT目安）

N3

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修目標 基礎的作業療法を理解し、日本における作業療法の役割や機能を説明できること。

期待される成果
（習得する技術）

１. 成人中枢神経障害，整形疾患、小児発達障害の作業療法
２. 精神障害（認知症を含む）の作業療法
３. 地域における高齢者に対する作業療法サービス（介護予防を含む）
４. 作業療法研究法

研修計画（内容）

１.学部・大学院授業の聴講
２.臨床作業療法の見学
３.作業法関連学会、技術講習会への参加
４.作業療法関連実験への参加
５.日本人学生・大学院生との交流会
６.現地の関連施設の見学

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本コースは、講義・演習などにより研修員の作業療法に関する知識と技能向上を目指して実施す
る。本学には作業療法教育・研究・臨床の育成専門家が多数在籍するため研修員はゼミに参加し
、他学部生や大学院生とも意見交換を行いながら、理論的に作業療法学の知識と技術について学
ぶ。合わせて、附属病院や協力病院・施設、及び我が国の先進的取り組みを行っている医療機関
の見学などを通じて知見を得る機会を提供することにより、現地日系社会での高度リハビリテー
ションの拡大と作業療法士養成に貢献できる人材を育成する。研修員により、現地で高度な臨床
や教育が実践されれば、患者の生活の質の向上だけでなく、現地日系コミュニティのリハビリテ
ーションの発展に大きく寄与することができるとともに、出身国の作業療法士養成に指導的な役
割を担える知識と技術が研修できる。

応募希望者への特記事項

・研修言語について
日本語能力はN3程度が求められますが、英語で日常会話が可能であり、積極的に日本語を学ぶ意
欲がある方を歓迎します。
・研修では医療機関での見学を含むため、来日する際にはＢ型肝炎、麻疹、風疹、ムンプス、水
痘のワクチン 2 回接種、COVID-19ワクチン3回接種を終えている必要がある。
JICAから研修員の履歴書送付時に感染症調査表及び2回接種を証明できるものとして、原則、各ワ
クチンの接種時の証明書及び各ワクチン接種に係る証明書（各ワクチン接種病院に作成依頼）を
提出する必要がある。
※接種時の証明書がない場合には、最低限、各ワクチン接種に係る証明書の提出を要する。

2026年度日系社会研修　コース概要
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No N-13

所管センター 札幌

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コース名 理学療法学

受入人数 1

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（水）

帰国日 2027年1月23日（土）

提案団体 札幌医科大学

担当者名 菅原　和広

連絡先メールアドレス kaz.sugawara@sapmed.ac.jp
提案団体ウェブサイトアドレス https://web.sapmed.ac.jp/hokegaku/pt/

研修員必要資格 現地の理学療法士資格を有している者（学士又は同等程度の学力）

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 日本語、英語
日本語能力
（JLPT目安）

N3

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修目標 基礎的理学療法を理解し、日本における理学療法の役割や機能を説明できること．

期待される成果
（習得する技術）

１. 成人中枢神経障害，小児発達障害の理学療法
２. 運動器障害（スポーツ障害を含む）の理学療法
３. 内部障害の理学療法
４．地域における高齢者に対する理学療法サービス（介護予防を含む）
５. 理学療法研究法

研修計画（内容）

１.学部・大学院授業の聴講
２.臨床理学療法の見学
３.理学法関連学会、技術講習会への参加
４.理学療法関連実験への参加
５.日本人学生・大学院生との交流会
６.現地の関連施設の見学

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

日系人が当学部で理学療法学を（再）学習し、日系人が日本の技術をもとに治療を行うことで同
国民の日本と日系人への信頼を深める効果が期待される．特に以下の点で裨益効果が考えられる
．
1.医療技術向上を通し、日系社会の医療強化と医療人材育成
2.経済や地域の活力の発展促進：医療技術向上は健康の改善につながることで、労働力や生産性
向上が期待される．
3.日系社会のつながりの強化：医療や健康改善の活動を通して、相互のつながりを強くする効果
が期待できる．

応募希望者への特記事項

・研修言語について
日本語能力はN3程度が求められますが、英語で日常会話が可能であり、積極的に日本語を学ぶ意
欲がある方を歓迎します。
・研修では医療機関での見学を含むため、来日する際にはＢ型肝炎、麻疹、風疹、ムンプス、水
痘のワクチン 2 回接種、COVID-19ワクチン3回接種を終えている必要がある。
JICAから研修員の履歴書送付時に感染症調査表及び2回接種を証明できるものとして、原則、各ワ
クチンの接種時の証明書及び各ワクチン接種に係る証明書（各ワクチン接種病院に作成依頼）を
提出する必要がある。
※接種時の証明書がない場合には、最低限、各ワクチン接種に係る証明書の提出を要する。

2026年度日系社会研修　コース概要
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No N-14

所管センタ ー 関西

分野 医療・ 介護・ 高齢化対策

研修コ ース名 鍼灸学

受入人数 2

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年10月10日（ 土）

提案団体 関西医療大学

担当者名（ 日） 小原　 聖子 

連絡先メ ールアド レス intex-kuhs@ku-hs.jp
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス http://kansai.ac.jp/

研修員必要資格

研修員は以下の条件を満たし ているこ と が望まし い。
・ 医療系の大学卒業、 またはそれに準ずる学識を有するこ と
・ 医療系資格（ 鍼灸を含む） を有するこ と
・ 鍼灸学の基礎知識を有するこ と

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N3

英語能力 不問

研修目標
日本で行なわれている鍼灸の様々な知識及び技術、 更には最新の知識・ 技術を学ぶ
こ と で、 鍼灸学に係わる考え方、 学ぶ力を身につける。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①研修員は鍼灸学全般に係わる基礎的な知識を確立するこ と ができ る。
②研修員は日本で行われている伝統的な鍼灸治療の知識と 技術の概要を理解でき る
。
③研修員は鍼灸治療の実地見学などの機会を通じ 、 高度な知識の習得や鍼灸臨床の
技術力の向上を図るこ と ができ る。
④帰国後、 研修員は日本で学んだ治療を自国で活用するこ と が可能と なる。

研修計画（ 内容）

１ ． 本学鍼灸治療所の見学
日本で行なわれている伝統的な鍼灸治療法、 現代医学的鍼灸治療法、 ト リ ガーポイ
ント 療法、 皮内鍼法、 経絡テスト 、 特殊鍼法（ 耳鍼、 頭皮鍼、 髪際鍼） など
関西医療大学附属鍼灸治療所で行われている上記治療を専任教員の指導下で学習す
る。 （ 但し 、 患者さ んへの治療は行なわない見学による実習）
２ ． 他施設の見学
本学と 交流のある他施設を見学し 、 最新の鍼灸知識・ 技術の学びを深める。
３ ． 講義・ 実習
研修員のスキルレベルと 要望に応じ て、 専任教員が個々のニーズに合わせた鍼灸関
連の講義および実習を実施する。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本学は1998年度から 2024年度にかけて（ 一部年度を除く ） 、 長年にわたり 日系研修
員を受け入れ、 学内外の連携のも と 、 専門性を高める貴重な機会を提供し てき まし
た。 研修員は、 こ の研修で習得し た高度な知識・ 技術を携え帰国し 、 母国において
鍼灸医療の発展に貢献し ています。

応募希望者への特記事項
研修の教育効果を高めるためには、 高い日本語能力を有し ているこ と が望まし い。
ただし 、 選考に際し ては、 面接等を通じ て研修への適性等も 総合的に勘案し 、 判断
する。
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No N-15
所管センタ ー 九州

分野 医療・介護・高齢化対策

研修コ ース名 早期胃癌の内視鏡診断と 治療

受入人数 5

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（水）

帰国日 2026年8月21日（金）

提案団体 国立大学法人　九州大学

担当者名（ 日） 森山智彦

連絡先メ ールアド レ ス tomohiko.moriyama.153@m.kyushu-u.ac.jp
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

https://plaza.umin.ac.jp/imed/en/index.html

研修員必要資格
自国において医師であることは必須で、内視鏡経験が1年以上かつ年齢60歳以下が望ましい。経験年数は医学部
卒業後2年以上かつ臨床経験2年以上が望ましい。

研修員に必要な実務経験年数 その他（必要資格欄に記載）

研修使用言語
英語

日本語能力
（ JLPT目安）

不問

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修目標 世界トップレベルの日本の内視鏡診療の現状を把握し、最新機器を用いた早期胃癌の発見法と治療法を学ぶ

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

・日本の内視鏡診療で用いる機器や知識を習熟できる
・次世代型トレーニングモデルや豚切除胃を用いた治療内視鏡のシミュレーション学習により、治療内視鏡の技術と
コツを学ぶ
・帰国後の自国における具体的な活動計画を作成する
・インターネットを用いて日本と自国の遠隔医師教育講座を開催し、継続的な医療教育を行うことで自国における早
期胃癌の診療レベル向上に寄与する

研修計画（ 内容）

1. 講義：最新の内視鏡診断や内視鏡治療に関する論文の討論会への参加
2．見学：九州大学病院および関連施設における内視鏡検査の見学と討論
3．実習：粘膜モデルやブタから切除した臓器を用いた内視鏡治療の実習
4．学会参加：日本消化器内視鏡学会や日本消化器病学会を中心とした学会、研究会への参加
5．発表：病院内で研修内容を発表

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

日本での研修を通じて、日本語を学びながら日本の内視鏡診療の現状を把握し、最新の機器を用いた世界トップレ
ベルの内視鏡診断法、治療法について学習することを目的とする。研修や日本人内視鏡専門医との議論を通じて
技術や知識を習得し、帰国後は現地社会と日系社会との橋渡しとして両コミュニティへ充実した内視鏡診療を提供
すると同時に自国の内視鏡診療の発展に努めることで、UHC達成へ向けた裾野が広い医療人材育成に貢献する。
すなわち、このプロジェクトで研修した医師は中南米における日系人はもちろん、すべての住民の健康寿命増進と生
活の質向上に寄与できる。内視鏡機器は日本製品が世界シェアの80％以上を占めるため、日本製品の輸出振興へ
の寄与も期待される。加えて、日本から内視鏡診断・治療に関する遠隔医療教育を併行して展開することで、継続
的な能力向上体制が整備される。当院はこれまでJICAや厚労省などと協働して700名以上の海外医療スタッフを研
修員として受け入れ、海外医療施設とは2000回以上の遠隔医療教育プログラムを実施している。中南米諸国とも年
4回の頻度で内視鏡に関するテレカンファレンスを行っており、医療教育についてのノウハウは十分に有している。

応募希望者への特記事項
・宿舎は外国人研究員等宿泊施設（馬出）または九州大学病院までアクセスの良いホテルに宿泊の予定。外国人研
究員等宿泊施設の立地・設備等についてはホームページ参照のこと (https://www.isc.kyushu-
u.ac.jp/intlweb/cmn/teacher/accomodation/02馬出外国人研究員等宿泊施設概要および予約方法.pdf）
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No N-16

所管センタ ー 沖縄

分野 医療・ 介護・ 高齢化対策

研修コ ース名 5S-KAI ZENを 通じ た病院における 安全と サービ スの質向上

受入人数 8

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年8月22日（ 土）

提案団体 株式会社ティ ーエーネッ ト ワーキング

担当者名（ 日） 島田　 翔平

連絡先メ ールアド レ ス shimada.shohei@ta-n.com
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

ht t p: //www. t a-n. com/

研修員必要資格

・ 医師、 看護師、 薬剤師等の医療従事者
・ 事務管理職（ 医療施設において管理者経験があるも の） 、 も し く は、 将来管理者と し て従事する可能性
があるも の。
（ 帰国直後から 、 所属先で中心と なっ て5S-KAI ZENの実施・ 展開を 期待するため。 ）

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 スペイ ン語
日本語能力
（ JLPT目安）

不問

英語能力 不問

研修目標
研修員が、 研修を 通し て5S-
KAI ZENを 理解し 実践する能力を 身に付け、 修得し た知識を 活用するこ と で、 病院の安全と サービスの質の
向上に貢献する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. 研修員が、 5S-KAI ZENの知識を 修得するこ と によっ て、 管理意識が向上する。
2. 研修員が、 日本の病院を 見学するこ と によっ て、 5S-KAI ZENの実践と 院内実施体制を 理解する。
3.
研修員が、 日本における患者満足度の向上に係る取り 組みを 理解し 、 自国での応用可能性について具体的
な考えを 得る。
4. 研修員が、 研修で修得し た知識、 技術、 情報に基づき 、 具体的実践計画を 作成する。

研修計画（ 内容）

1． 講義
日本の保健システム、 5S-KAI ZEN-
TQM概論、 5Sの概要、 5Sツールの紹介、 5Sから KAI ZENへ～KAI ZENと は、 5S-
KAI ZENを 通じ た病院改革、 KAI ZEN概論、 リ ーダーシッ プ、 サポーティ ブスーパービジョ ン、 心理的安全性
、 KAI ZEN業務と プロセスマッ ピング、 モチベーショ ン、 コ ミ ュ ニケーショ ン概論、 SWOT分析、 チームビル
ディ ング、 プロブレ ムツリ ーと オブジェ ク ティ ブツリ ー、 KAI ZEN7ステッ プ、 習慣化の科学、 PDCAサイ ク
ル概論、 チームワーク マネジメ ント
2． 実習
ワーク ショ ッ プ（ 5Sツール、 職場環境改善ロールプレ イ ） 、 日本文化体験（ 伝統空手） 、 フ ィ ッ シュ ボー
ンチャ ート 、 パレ ート チャ ート 、 危険予知ト レ ーニング、 プロブレ ムツリ ーと オブジェ ク ティ ブツリ ー
3． 視察・ 交流
公立小学校、 病院、 意見交換会（ 帰国研修員、 地元医療従事者）
4． 発表
ジョ ブレ ポート 、 アク ショ ンプラ ン

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本研修は、 5S（ 整理、 整頓、 清掃、 清潔、 躾） 及びKAI ZENのツールを 用いて、 日本の医療現場における業
務環境改善の経験を 学ぶこ と で、 所属先における生産性や医療サービスの質、 患者満足度の向上を 目指し
実施する。 また、 5S-KAI ZENの定着並びにTQM（ Tot al  Qual i t y 
Management ） へと 進むためには、 院内実施体制の確立と 強化が不可欠である。 本研修を 通じ て、 コ スト 管
理、 情報管理、 サービスの効率的提供、 医療安全、 スタ ッ フ の士気向上、 組織と し てのモラ ルの確立等を
体系的に学び、 病院全体の管理能力の向上を 図るこ と で、 安全で質の高い医療サービスを 提供でき るこ と
を 目的と し ている。
そし て、 研修終了後、 研修員が自国へ戻り 、 研修で修得し た知識と 技術を 実践、 普及、 継続するこ と で、
日系社会において、 より 安全で質の高い医療サービスの提供に寄与するこ と ができ る。

応募希望者への特記事項
研修は日本語またはスペイ ン語で実施し 、 研修監理員も スペイ ン語を 配置予定です。 そのため、 研修参加
には資料作成・ 発表・ レ ポート 作成ができ るスペイ ン語能力が必要です。
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No N-17

所管センタ ー 帯広

分野 農業

研修コ ース名
日本最大の食糧生産基地で学ぶ、 6次産業化およ びスマート 農業を 活用し た地域経済活性化と 農業・ 農村
開発コ ース

受入人数 10

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（水）

帰国日 2026年6月16日（火）

提案団体 一般社団法人　とかち地域活性化支援機構

担当者名（ 日） 岩本　 聖史

連絡先メ ールアド レ ス kaigai@tokachi.biz
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

https://tokachi.biz/

研修員必要資格

必要資格；農業経営者、農業協同組合職員、農業系行政職員など農業に従事する者
（帰国直後からの研修成果活用を期待するため。）
学歴；高校卒業程度
年齢；不問

研修員に必要な実務経験年数 実務経験3年以上

研修使用言語 スペイン語、日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N5

英語能力 不問

研修目標
研修員が、日本最大の食糧生産基地の十勝で実践されている6次産業化およびスマート農業を活用した地域経済
活性化と農業・農村開発にかかる知見・手法を習得し、自国に適応するためのアクションプランを作成する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. 十勝地域で実践されている6次産業化・高付加価値化、スマート農業が理解される。
2．日本の農業協同組合の制度や仕組み、地域経済活性化における農協の役割が理解される。
3．十勝地域で実践されている、6次産業化・高付加価値化、スマート農業を活用した、地域経済活性化と農業・農村
開発の手法が習得される。
4．講義や視察等を通じ、十勝で行われている6次産業化・スマート農業を活用した地域経済の活性化の事例を参考
に、自国で活用可能なアイデアを考案し、帰国後の具体的な実施計画を作成する。

研修計画（ 内容）

1．講義：独自の開拓の歴史を持つ十勝の農業・農業経営、農業協同組合の概要と地域の農業コミュニティにおける
農協の役割、十勝で実践されるスマート農業、地域の農業関連産業の支援施策と支援機関の役割
2．視察：6次産業化と1次産品に依存しない高付加価値化、生産だけでなく加工や販売まで一貫して行う小・中規模
農家の実践事例、多様な生産者が共同運営するファーマーズマーケット、農業関連企業への訪問、農業コミュニティ
活性化における女性の役割
3．討議：グループディスカッション、農業経営者とのビジネス交流
4．発表：ジョブレポート発表、アクションプラン発表

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

戦後日本からパラグアイへ移住し、幾多の困難に直面しながらもひたむきに開拓する小規模農家だった日系人も、
現在では世代交代が進んでいる。小さな規模で農業を営む日系人もいる一方、中には日系社会さらには地域経済
をリードする優秀な二世・三世の農業経営者も生まれている。
日本人の移民により結成された日系農業協同組合もまた、様々な危機を乗り越えパラグアイ国内でも存在感を発揮
する農業組織となり、農業技術指導や農産物の販売支援などを通じ地域経済の農業・農村開発に大きく寄与してい
る。
こうした日系農業者や農協などの農業関連事業者に対して本研修を実施することで、地域のリーダーとなりうる農業
者や農協職員を育てることで、日系社会を含むパラグアイの農村地域経済の活性化に裨益する。
本コースでは、講義・視察・ディスカッションを通じて、地域における先進的な6次産業化・高付加価値化の手法と効
果、スマート技術を活用した安定的かつ収益性の高い農業経営について学び、こうした手法が地域経済の活性化に
寄与することを理解することを目的とする。また、日本最大の食糧供給基地である北海道・十勝において農業の振
興を担う多数の関連団体（行政機関、農協、農業経営者など）と活発な意見交換を行いながら、自国で適用可能な
取り組みのヒントを得て、農業経営の発展を通じて日系社会に寄与する人材、地域経済の活性化を牽引できる人材
を育成する。なお、本研修はJICAグローバルアジェンダの「5．農業・農村開発」、「14．ジェンダー平等と女性のエン
パワメント」、「15．デジタル化の促進」を念頭に置き実施する。

応募希望者への特記事項
本研修では農場視察などバリアフリーではない場所への訪問が多く含まれるため、配慮が必要な場合には応募の
際にご相談ください。
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No N-18

所管センタ ー 横浜

分野 農業

研修コ ース名 コ メ バリ ュ ーチェ ーン 構築

受入人数 8

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年8月11日（ 火）

提案団体 農匠ナビ株式会社

担当者名（ 日） 小川諭志,  南石晃明

連絡先メ ールアド レ ス sat oshi _ ogawa@noshonavi . co. j p
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

ht t ps: //www. noshonavi . co. j p/

研修員必要資格

研修内容はコ メ バリ ュ ーチェ ーン構築の各工程のステーク ホルダーであるこ と から 、 農業者だけでなく 、
日系農協または地域農業法人に所属する若手経営者、 地域の米加工グループまたは女性農業者団体の中心
メ ンバー、 加工会社やレ スト ラ ンの経営者など幅広い分野から の応募者を 受け入れるこ と が可能である。
一方で、 グループワーク にて地域農業の発展に資する六次産業化の具体的なアク ショ ンプラ ンを 作成する
こ と から 、 地域の課題や特徴に関する基本的な知識と 経験を 有するこ と が望まし い。 農業経営に関する基
礎的な知識があると より 効果的であり 、 農家の女性や農協職員や組合で、 コ メ の加工や販売に携わっ た経
験がある人材が地域経済の活性化や六次産業化に向けた実行力を 持つリ ーダー育成のために望まし い。

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 スペイ ン語、 日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N5

英語能力 不問

研修目標

帰国後に日本で習得し たバリ ュ ーチェ ーン構築や高付加価値化の知識を 指導的立場と し て実践でき るよう
、 現地でのビジネスモデルの最適化による、 地域資源と し てのコ メ の付加価値を 高めるこ と で、 農業所得
の向上と 地域経済の自立的発展を 同時に実現する、 現地主導型の持続可能な農業モデルの構築を 目指す人
材を 育成する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

○ 高付加価値化に資する米加工品の製造技術
○ 市場ニーズに合わせた米加工品の商品化、 販売ルート の開拓、 観光農園経営の実践
〇　 地域資源を 活用し たブラ ンド 化と 六次産業化戦略
〇　 経営および技術移転のマネジメ ント 技術

研修計画（ 内容）

研修方法は、 JI CA横浜を 拠点と し て、 講義と 視察、 実習を 含めたグループワーク を 約3週間の日程で実施
する。 子供のいる女性参加者にも 参加し やすい研修期間と し 、 時期も 夏休み期間と し た。 日本のコ メ 流通
の基本を 学びつつ、 実際の米粉の製造方法や品質管理の基本を 学び、 関東周辺の米加工施設を 視察する。
米粉を 使っ た商品開発実習を 行い、 米粉パンや菓子、 麺類の製造技術を 習得する。 地域の六次産業化を テ
ーマに、 米の生産から 加工、 流通、 販売に至るまでの実践的な技術を 学ぶためにコ メ どこ ろ 山形県にて研
修旅行を 実施し 、 マーケティ ング戦略や商品開発、 流通網構築の方法についての学びのアウト プッ ト の場
と し て、 商品開発や販売戦略を 含むアク ショ ンプラ ンを 専門講師と のグループワーク にて作成する。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本コ ースは、 単なる技術移転にと どまら ず、 コ メ の加工・ 商品化を 通じ た地域農業の高付加価値化と 中南
米地域における新たな食産業の創出を 目的と するも のである。 と り わけ、 気候変動や市場競争が激化する
中で、 農業の経済的持続性を 確保するためには、 従来の一次生産型モデルから 脱却し 、 加工・ 販売までを
一貫し て担う 「 自立型農業経営」 の確立が求めら れている。 本研修では、 日本が長年培っ てき たコ メ 加工
技術、 製品設計、 品質管理、 経営ノ ウハウを 体系的に提供するこ と で、 現地における農産加工産業の中核
人材を 育成し 、 農業を 起点と し た持続可能な地域経済の基盤強化を 目指す。
さ ら には、 日本国内の中小企業や地域団体を 巻き 込み、 将来的な海外連携や販路拡大の契機と し 、 農業・
食品分野における国際的な人的ネッ ト ワーク の構築と いう 観点から も 意義が大き く 、 こ れにより 、 日・ 中
南米間における民間レ ベルの技術交流や事業連携の促進が期待さ れる。
また後継者不足や経営の小規模化と いっ た課題に直面し ている日系農家や団体に対し て、 日本の6次産業
化の知見を 提供するこ と で、 経営の再構築と 次世代への技術継承を 支援するも のである。 と り わけ、 加工
品を 通じ たブラ ンド 化や都市市場への展開は、 日系人の存在感を 地域社会の中で再定義し 、 経済的自立に
よるより 開かれた共生型の地域発展モデルの構築に貢献する。

応募希望者への特記事項
研修参加者へ事前に研修内容について確認し 、 希望応じ た研修内容を 考案予定。
宿舎は、 JI CA横浜センタ ーを 予定し ている。

2026年度日系社会研修　コース概要	



No N-19

所管センタ ー 横浜

分野 環境

研修コ ース名 環境教育指導者養成コ ース

受入人数 12

受入時期 上半期

来日日 2026年11月11日（水）

帰国日

提案団体 公益財団法人キープ協会

担当者名（ 日） 鳥屋尾　健

連絡先メ ールアド レ ス t.toyao@keep.or.jp
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

https://www.keep.or.jp/

研修員必要資格 環境系・教育系いずれかの大学またはそれに準ずる学校の卒業者が望ましい。

研修員に必要な実務経験年数 現場経験1年以上のものが望ましい。

研修使用言語 ポルトガル語
日本語能力
（ JLPT目安）

N5

英語能力 不問

研修目標 研修員が環境教育指導者（インタープリター）として、必要な基礎技術と知識を取得する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

・環境教育の概要を理解する。
・インタープリテーション（定義、種類、原則、資質、素材の理解、対象の理解、コミュニケーション、　プログラムデザ
イン等）の基礎知識を理解する。
・キープ協会の実践を参考に、自国で学校等の現場で環境教育プログラムを行うことができる。

研修計画（ 内容）

1.講義：環境教育概論、インタープリテーション概論、展示・教材、プログラムデザイン、体験学習法、環境教育の協
働事例
2.実習：体験：環境教育プログラム（ガイド型・クラフト型・ワークショップ型）、プログラムの相互実施と練り直し、研修
成果のまとめ
3.見学：キープ協会各施設、田貫湖ふれあい自然塾、環境省生物多様性センター、富士山科学研究所、清里聖ヨハ
ネ保育園
4.発表：研修成果のまとめ

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本研修で身につくインタープリテーションを中心とした環境教育の知識と技術は、帰国後、住民や子供たちへの直接
的な啓発活動や、環境教育のプログラム開発が期待される。各地域特性にあった、半日～数日間のプログラムや、
教員が学校等で利用できるプログラムの開発である。また、そうしたプログラムを教員などの指導者へ環境教育トレ
ーニングへの活用が期待される。日系研修員が研修で習得した手法を実施し、知識を情報発信することは、中南米 
の環境保全に影響を与えるともに、現地社会への貢献に繋がることが期待できる。
また、環境教育の知識と技術は、様々な場作りの基礎技術ともなり、多様な人と人、人と場をつなぐことによるコミニ
ュティーの活性化が期待できる。
環境問題が、経済・文化・地域の課題とも関わっていることから、パートナーシップを組んで、課題解決にあたる必要
がある。そうしたコーディネートの力が、本研修の中で培われる。

応募希望者への特記事項

2026年度日系社会研修　コース概要	
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No N-20

所管センタ ー 横浜

分野 環境

研修コ ース名
持続可能な開発のための教育（ ESD） を 通じ た森林およ び農業の持続可能性： 未来の若き 環境リ ーダーの
ための研修

受入人数 2

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年10月10日（ 土）

提案団体 特定非営利活動法人 環境修復保全機構

担当者名（ 日） 河邊久美子、 Pyae Sone Soe,  白石みき 子

連絡先メ ールアド レ ス hq-er econ@ni f t y. com
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

ht t ps: //www. er econ. j p

研修員必要資格
資格は不問だが、 環境や農業に関連する知識または経験を 有する者、 も し く は将
来関連分野への従事を 希望する者が望まし い。 語学力に関し ては日本語、 英語何れかで研修の受講及びコ
ミ ュ ニケーショ ンでき るレ ベルであれば受け入れ可能。

研修員に必要な実務経験年数 その他（ 必要資格欄に記載）

研修使用言語 英語、 日本語
日本語能力
（ JLPT目安）

N3

英語能力 英語でのコ ミ ュ ニケーショ ン可

研修目標

　 母国においてESDの一環と し て、 「 持続的農法」 、 「 森林管理」 、 「 土壌管理」 、 「 生物多様性」 、 「
住民参加」 、 「 炭素貯留」 等の習得技術を 普及啓発でき る人材の育成を 目標と する。

Ai ms of  t hi s t r ai ni ng:
Par t i ci pant s wi l l  gai n:
- Techni cal  ski l l s:  sust ai nabl e agr i cul t ur e,  f or est /soi l  r est or at i on,  bi odi ver si t y,
par t i ci pat or y met hods and car bon sequest r at i on eval uat i on.
- ESD l eader shi p:  abi l i t y t o desi gn and f aci l i t at e communi t y-based envi r onment al  pr ogr ams.
- Regi onal  net wor ks:  Japan-Lat i n Amer i ca col l abor at i ons f or  SDGs-dr i ven pr oj ect s.

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. ESD( 持続可能な開発のための教育) に関する理解の深化
- 持続可能な開発のための教育概念の本質的理解
- ESDを 地域開発に応用する能力の習得
2. 生物多様性を 配慮し た持続可能な農法による土壌管理
- 生物多様性を 考慮し た農業技術
- 土壌保全の実践的手法
3. 環境教育を 組み込んだ森林管理評価手法
- 森林生態系の持続可能な管理方法
- 地域住民を 巻き 込んだ環境教育プログラ ムの設計
4. 樹木および土壌による炭素固定量の推定
- 炭素蓄積量の測定・ 評価方法
- 気候変動緩和策と し ての森林および土壌管理
5. PRA( 参加型農村調査法) と PCM( プロジェ ク ト サイ ク ル管理) の習得
- 地域住民参加型の調査手法
- プロジェ ク ト 計画・ 実施・ 評価の一連の管理技術

Expect ed out comes:
1. Deepeni ng Under st andi ng of  ESD ( Educat i on f or  Sust ai nabl e Devel opment )
2. Soi l  Management  t hr ough Sust ai nabl e Far mi ng Pr act i ces t aki ng i nt o account  of  Bi odi ver si t y
3. For est  Management  Eval uat i on and Envi r onment al  Educat i on
4. Car bon Sequest r at i on Est i mat i on
5. PRA ( Par t i ci pat or y Rur al  Appr ai sal )  and PCM ( Pr oj ect  Cycl e Management )

2026年度日系社会研修　コース概要	



研修計画（ 内容）

1.  実習： 里地里山での生物多様性の評価、 有機農業資材の作成法（ 持続的農法） 等
2.  
講義演習： 地域資源利用工学（ ゼミ ） 、 PRA・ PCM、 環境教育と 森林保全、 樹木および土壌の炭素貯留量の
推定方法等
3.  実験： 地域資源利用工学に関する実験（ 生物多様性の評価、 炭素濃度の測定法等）
4.  発表： 中間発表と 最終発表を 予定。 内外から 有識者の出席を 得て実施
5.  その他： 伝統文化・ 民俗芸能に関する各種イ ベント に参加

Cont ent s:
1. Pr act i cal  Tr ai ni ng:  Eval uat i on of  bi odi ver si t y i n SATOYAMA ( t r adi t i onal  r ur al  l andscapes) ,  
and met hods f or  pr oduci ng or gani c f ar mi ng mat er i al s ( sust ai nabl e agr i cul t ur e) ,  et c.
2. Lect ur es and Exer ci ses:  Semi nar  on r egi onal  r esour ce ut i l i zat i on,  PRA/PCM met hods,  
envi r onment al  educat i on and f or est  conser vat i on,  est i mat i on met hods f or  car bon st or age i n 
t r ees and soi l s,  et c.
3. Exper i ment s:  Exper i ment s on r egi onal  r esour ce ut i l i zat i on ( e. g. ,  bi odi ver si t y assessment ,  
car bon concent r at i on measur ement  met hods) .
4. Pr esent at i ons:  I nt er i m and f i nal  pr esent at i ons ar e pl anned wi t h at t endance by exper t s f r om 
bot h i nsi de and out si de t he or gani zat i on.
5. Ot her s:  Par t i ci pat i on i n var i ous event s r el at ed t o t r adi t i onal  cul t ur e and f ol k per f or mi ng 
ar t s.

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

　 本研修は、 持続可能な開発のための教育（ ESD） を 通じ て、 中南米の次世代環境リ ーダー育成を 目的と
する。 森林減少・ 持続不可能な農業が地域の生態系を 脅かす中、 日系コ ミ ュ ニティ の若手人材を 中心に、
経済発展と 環境保全の両立に必要な知識・ 技術を 提供する。 日本と 中南米の協力を 促進し 、 持続可能な森
林・ 土壌管理、 気候変動対応型農業、 地域ベースのESD手法を 推進するこ と で、 SDGs達成に貢献する。

Obj ect i ves of  t hi s t r ai ni ng:
Thi s JI CA-Ni kkei  t r ai ni ng pr ogr am f ocuses on devel opi ng t he next  gener at i on of  envi r onment al  
l eader s i n Lat i n Amer i ca t hr ough Educat i on f or  Sust ai nabl e Devel opment  ( ESD) .  Wi t h 
def or est at i on and unsust ai nabl e agr i cul t ur e t hr eat eni ng t he r egi on’ s ecosyst ems,  t he pr ogr am 
equi ps young pr of essi onal s—par t i cul ar l y f r om Ni kkei  communi t i es—wi t h ski l l s t o bal ance 
economi c devel opment ,  soci al  equi t y and envi r onment al  conser vat i on.  By f ost er i ng Japan-Lat i n 
Amer i ca col l abor at i on,  t he t r ai ni ng pr omot es sust ai nabl e f or est /soi l  management ,  cl i mat e-smar t  
agr i cul t ur e,  and communi t y-based ESD appr oaches t o cont r i but e t o t he SDGs.

応募希望者への特記事項

受け入れ機関について：
特定非営利活動法人 環境修復保全機構
（ I nst i t ut e of  Envi r onment al  Rehabi l i t at i on and Conser vat i on）
　 2000年に設立さ れた国際NPOであり 、 東京都及び文部科学省より 認定を 受けている。 発展途上国を 対象
に持続可能な開発や環境保全、 環境教育に関する様々な普及および研究活動を 展開し ている。
東京農業大学 地域環境科学部
（ Facul t y of  Regi onal  Envi r onment  Sci ence,  Tokyo Uni ver si t y of  Agr i cul t ur e）
　 1891年に設立さ れ農業の分野で最も 歴史のある大学の1つである。 特に地域環境科学部では、 地域農学
及び環境科学における教育と 研究に当たっ ている。
お問い合わせ　 hq-er econ@ni f t y. com



No N-21

所管センター 四国

分野 その他

研修コース名 野球指導者の人材育成

受入人数 10

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（ 水）

帰国日 2026年6月13日（ 土）

提案団体 高知ファ イティ ングド ッ グス株式会社

担当者名（ 日） 浅利　 章太

連絡先メ ールアド レス asasho52. kf d@gmai l . com
提案団体ウェ ブサイト アド レ
ス

ht t ps: //kochi -f d. com/

研修員必要資格

望ましい条件
・ 高校卒業程度
・ 日系社会で野球指導を精力的に行う ことができる人材
・ 競技経験があることが望ましいが、 その限り ではない

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 日本語、 ポルト ガル語
日本語能力
（ JLPT目安）

N5

英語能力 不問

研修目標

日本式野球が伝統的に大切にしている「 時間・ ルールを守る」 「 ものを大切にする」 「 協調性を育む」 「
感謝・ 尊敬の気持ちを持つ」 といった全人的な教育要素に加え、 野球指導及びチーム運営、 スポーツマネ
ジメ ント 能力の強化を図ることにより 、 日系社会における日本式野球を普及・ 継承していく 人材が育成さ
れる

期待される成果
（ 習得する技術）

（ １ ） プロ野球球団の練習や指導方法を通じて、 野球指導の手法を習得する。
（ ２ ） 監督・ コーチ・ 選手の連携や地域での活動を通じ 、 チーム運営の手法を習得する。
（ ３ ） 地元少年野球チーム、 高知県スポーツ課アスリ ート 育成事業に係わる様々な競技団体と連携し 、 幼
少期から多様なスポーツに触れる機会の創造と手法を習得する。
（ ４ ） 栄養学やコンディ ショ ニング学等を通じ 、 私生活からケアできる手法を習得する。
（ ５ ） 大学連携による課題に向けたアクショ ンプランが作成される。

研修計画（ 内容）

「 コーチング・ チームマネジメ ント 」 研修プログラム
【 講義】 コーチング論、 ト レーニング論、 スポーツマネジメ ント 論、 スポーツ栄養学、 メ ンタルト レーニ
ング　 等
【 視察】 高知FD公式戦、 地元少年野球チーム、 高知FD野球スクール、 高知県軟式野球連盟主催U-
10アカデミ ー、 ソフト ボールチーム
【 実技・ 実習】 高知FD公式戦マネジメ ント 、 練習参加（ ウォーミ ングアッ プ・ 守備練習・ 打撃練習・ 投球
練習）
【 その他】 地域の行事、 小学校訪問などの地域振興イベント への参加

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

日系社会は入植した１ 世から、 現在は３ ～４ 世の世代へと移行している。 同時に、 日系社会における野球
のプレースタイルは徐々にキューバ式やアメ リ カ式が主流となり 、 「 日本野球らし さ 」 が希薄になり つつ
ある。
しかし 、 日系野球文化を築いてきた１ 世はそれらの現状を懸念しており 、 礼儀・ チームプレー・ フェ アプ
レーを重んじ 、 基礎・ 基本に忠実で青少年育成の観点からも、 日本式野球の後世への継承を求める声が多
く 挙がっている。
野球を通じて、 技術だけではなく 南米地域に広がっている日系社会同士のコミ ュニケーショ ンツールと し
ての機能も期待されている（ スポーツ大会や日系イベント 等） 。
「 時間・ ルールを守る」 「 ものを大切にする」 「 協調性を育む」 「 感謝・ 尊敬の気持ちを持つ」 等、 野球
だけではない社会で重要なスポーツマンシッ プを、 日本式野球を通して指導したいチームがある一方で、
それらをコーチングできる指導者が少ない。
本研修を通じて、 元プロ野球選手や地元アマチュアの野球指導者による指導メ ソッ ド 、 有資格ト レーナー
の技術、 スポーツマネジメ ント やマーケティ ング、 スポーツ栄養学など多岐にわたる分野を見て学び、 日
系社会各地で抱える課題を解決し 、 南米日系社会でリ ーダーシッ プを図れる人材育成へ貢献する。
これまで８ 年間の研修員ＯＢは４ ０ 名近く にもなり 、 ＯＢによる南米広域での繋がり からコミ ュニティ 形
成もなされており 、 本研修のニーズは非常に高いと感じ られる。
本研修の初年度（ 2018年度） 以降の研修員ＯＢと現役海外協力隊員が連携し 、 南米の国々を結ぶ交流大会
が2024年１ 月にはブラジルにて第１ 回大会、 そして2025年１ 月にはパラグアイにて第２ 回大会が開催され
、 ブラジル、 パラグアイ、 ペルーなど日系だけではなく 非日系の選手との交流も盛んに行われた。 第３ 回
大会はアルゼンチンやペルーでの開催を検討しており 、 更なる発展・ 拡大が期待される。

応募希望者への特記事項
原則と して日本語で実施。
ポルト ガル語については通訳がいるが、 日常会話で日本語、 英語が話せると望ましい。
スペイン語についてはスタ ッ フ等で一部対応可能。
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No N-22

所管センタ ー 四国

分野 その他

研修コ ース名 農業廃棄物から 高付加価値ナノ セルロ ース資源を 抽出する 技術習得のための研修

受入人数 3

受入時期 上半期

来日日 2026年5月13日（ 水）

帰国日 2027年2月6日（ 土）

提案団体 国立大学法人徳島大学

担当者名（ 日） 長谷崎　和洋,ナカガイト　アントニオ　ノリオ
連絡先メ ールアド レ ス hasezaki @t okushi ma-u. ac. j p
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

ht t ps: //www. t okushi ma-u. ac. j p/

研修員必要資格 必須資格： 理系大学在学中または卒業

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 英語
日本語能力
（ JLPT目安）

不問

英語能力 英語での資料読解、 発表、 レ ポ―ト 作成可

研修目標
全世界で自然環境保全を 目指し た農業廃棄物から 抽出さ れたナノ セルロースが必要と さ れているこ と を 理
解し 、 調査研究を 通じ て、 専門知識を 得る。 さ ら に、 徳島大学での先進技術を 知るこ と で、 日系社会の発
展と 移住先国の国造り に貢献でき る新し い取り 組みを 検討する。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

1. 	通常のセルロースと は異なるナノ セルロースについての知識を 得るこ と
2. 	最新のナノ セルロースの研究動向と 徳島県立農業大学校を 見学し 日本の最新の集約型農業についての知
識を 知るこ と
3. 	農業廃棄物( 徳島県名産のすだち) から 抽出さ れたナノ セルロースの抽出試作研究を 行い、 専門知識を 得
るこ と

研修計画（ 内容）

1) 調査： 教員から の個別のレ ク チャ ー、 学術論文読解、 最新の研究動向を 文献ベースで調査し 、 問題点の
抽出なら びナノ セルロースの現状分析調査を 行う 。 最新の研究動向を 情報収集し 、 大学院進学が可能と な
るよう に研究指導を 行う 。 2) 試験計画策定： 問題点を 解決するための農業廃棄物から ナノ セルロース抽出
について、 試作方法、 分析方法、 評価法について、 試験計画を 策定する。 3) 試作試験： 農業廃棄物から ナ
ノ セルロース抽出を 行う 。 4) 分析： 適切な分析評価方法を 調査し 、 分析を 行う 。 5) 解析・ まと め： 分析結
果から 目的と し た農業廃棄物から のナノ セルロース抽出の可否なら びにさ ら に性能向上に向けた問題点を
まと める。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本研修により 、 ナノ セルロース使用の重要性が理解さ れるコ ンセンサスが形成さ れ、 日本の高度な材料開
発技術と 中南米熱帯地区の農業廃棄物が組み合わさ れるこ と で、 中南米における新たなビジネスチャ ンス
に繋がる可能性がある。 日本と 中南米の日系社会がと も に発展し 、 日本・ 中南米地域だけでなく 、 世界に
貢献出来る自然環境保全に向けた活動になる可能性がある。 加えて、 徳島大学で取り 組んでいる地球規模
課題を 解決するための持続可能な開発目標（ SDGs） 関連研究等の先進技術を 見学するこ と で、 日系社会の
発展と 移住先国の国造り に貢献でき る新し い取り 組みを 自ら 検討する。

応募希望者への特記事項

vi deo chat で、 質問事項はいつでも 受け付けます。
連絡先： nakagai t o@t okushi ma-u. ac. j p
英語・ 日本語に加え、 ポルト ガル語によるメ ール対応可
日本語能力は不問ですが、 研修期間中は徳島大学が開講する日本語教室を 受講するこ と 。
本研修後、 研鑽さ れ日系リ ーダー研修に応募するこ と を 希望し ます。
さ ら に日本と 日系社会の新たな架け橋になるよう 、 日本で「 高度学術研究活動」 が行える高度人材を 目指
し てく ださ い。
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No N-23

所管センタ ー 沖縄

分野 その他

研修コ ース名 映像コ ン テン ツ 制作技術

受入人数 2

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年12月29日（ 火）

提案団体 株式会社沖縄映像センタ ー

担当者名（ 日） 玉城里那
連絡先メ ールアド レ ス r -t amaki @ovi c. co. j p
提案団体ウェ ブサイ ト アド レ
ス

ht t ps: //ovi c. co. j p/

研修員必要資格 特にあり ません

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 日本語　 スペイ ン語
日本語能力
（ JLPT目安）

N4

英語能力 不問

研修目標

●映像制作における基本的な知識と 技術（ 撮影計画、 撮影技法、 機材操作、 編集） を 体系的に習得し 、 実
践的なスキルを 身につける。
●映像作品の目的・ 視聴者を 意識し 、 構成や伝達手法を 工夫し た映像制作を 行う 力を 養う 。
●自ら テーマを 設定し 、 取材・ 撮影・ 編集を 通じ て、 1本の映像作品を 自主的に企画・ 完成さ せる。
●映像を 通じ て地域社会や歴史・ 文化を 発信する意義を 理解し 、 帰国後においても 地域やコ ミ ュ ニティ の
記録・ 広報を 持続的に実施する力を 育成する。
●沖縄滞在中の経験や学びを 自国の県系社会に還元するだけでなく 、 映像コ ンテンツを 通じ てウチナーネ
ッ ト ワーク の活性化に貢献する担い手と なるこ と を 目指す。

期待さ れる成果
（ 習得する技術）

①映像制作に必要な機材（ カ メ ラ 、 マイ ク 、 三脚、 照明等） の基本的な操作スキルの習得
②撮影目的や視聴者を 意識し た構成づく り 、 取材・ イ ンタ ビュ ー企画、 撮影計画の立案力の向上
③映像編集ソ フ ト を 用いた基礎的な編集技術（ カ ッ ト 編集、 音声処理、 字幕・ ナレ ーショ ン挿入等） の習
得
④自主的な映像作品の企画・ 制作・ 発信までを 一貫し て行う 力の習得
⑤習得し た技術を 活用し 、 帰国後に地域の活動記録・ 広報・ 文化発信を 行う ための実践的応用力の育成

研修計画（ 内容）

①ディ レ ク ショ ン・ 構成についての座学
②現場体験（ 撮影現場・ 編集作業）
③実技（ 自ら テーマを 決めて、 撮影編集を 行う ）
④発表　 制作し たコ ンテンツを 発表し 、 集大成を 披露する。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本研修では、 現地日系社会における若手世代を 対象に、 映像記録の基礎技術から 作品制作までを 段階的に
指導し 、 自ら の手で「 移民の証言」 や「 現地コ ミ ュ ニティ の姿」 を 記録映像と し てまと める力を 育成する
。
具体的には、 撮影機材の基本的な操作方法の習得から 始まり 、 映像編集ソ フ ト の扱い、 構成・ ナレ ーショ
ン・ イ ンタ ビュ ーの手法など、 映像制作の一連のプロセスを 体系的に学び、 最終的には一本の映像作品を
完成さ せるこ と を 目指す。
また、 沖縄滞在中には伝統文化・ 行事の撮影・ 編集にも 取り 組み、 完成し た映像はスペイ ン語・ ポルト ガ
ル語など現地語で編集・ 発信するこ と を 通じ て、 海外のウチナーンチュ コ ミ ュ ニティ が求める「 沖縄」 の
情報提供にも 貢献でき る。
さ ら に、 研修員が帰国後に自国の県系コ ミ ュ ニティ を 撮影・ 発信するこ と で、 沖縄県民にと っ ても 「 世界
のウチナーンチュ 」 の姿を 視覚的に知る機会と なり 、 多く の沖縄県民の目に止まると 考えている。

応募希望者への特記事項 宿舎はJI CA沖縄を 予定。 立地設備等は照会者に連絡し ます。
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No N-24

所管センター 沖縄

分野 その他

研修コース名 建築設計（意匠・構造及び設備）

受入人数 2

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（水）

帰国日 2026年8月8日（土）

提案団体 株式会社　具志堅建築設計事務所

担当者名（日） 城間　俊
連絡先メールアドレス suguru.shiroma@gushikena-e.net
提案団体ウェブサイトアドレ
ス

www.gushikena-e.net

研修員必要資格 大学の建築学科、建築に関連する学科、もしくは都市計画に類する学科の卒業生

研修員に必要な実務経験年数 最終学歴修了後3年以上の実務経験

研修使用言語 日本語、英語
日本語能力
（JLPT目安）

N5

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修目標
建築の設計・施工に関する、建物の機能性、安全性、適正な避難計画、耐震・環境対応策
、これらに関する設備計画、また施工監理において基本的技術を習得する。

期待される成果
（習得する技術）

建築設計・施工監理に必要な技術を以下の研修内容で習得する。
1.	当社社員による各分野の講座にて、必要な知識を習得する。
2.	当社が抱える工事現場へ出向き、生の日本の工事技術・環境に触れる。
3.	当社が行った実績（施設）の見学、史跡や有名施設の視察を通し、沖縄の環境を土台と
した建築の成り立ちを習得する。

研修計画（内容）

建築設計・施工監理に必要な技術を以下の研修内容で習得する。
1.	当社社員による各分野の講座にて、必要な知識を習得する。
2.	当社が抱える工事現場へ出向き、生の日本の工事技術・環境に触れる。
3.	当社が行った実績（施設）の見学、史跡や有名施設の視察を通し、沖縄の環境を土台と
した建築の成り立ちを習得する。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

研修で技術的内容を習得し帰国すれば、日系企業等との連携で、現地での展開に貢献でき
ると考え、また日系の建設系企業（日系県人会も含めて）等との連携により、当地への導
入が実現すれば現地の建設系企業等に貢献することができ、またその建築設計や建設業関
連会社の技術者の雇用等にも貢献することができると考える。

応募希望者への特記事項

2026年度日系社会研修　コース概要



No N-25

所管センター 札幌

分野 その他

研修コース名 自然資源管理に向けたG IS、G P S、ドローン等のリモートセンシングの基礎技術

受入人数 4

受入時期 上半期

来日日 2026年7月15日（ 水）

帰国日 2026年10月10日（ 土）

提案団体 学校法人　 酪農学園

担当者名（ 日） 吉村　暢彦
連絡先メ ールアド レス nyoshi mur a@r akuno. ac. j p

提案団体ウェブサイトアドレス ht t ps: //www. r akuno. ac. j p/

研修員必要資格
必要： 表計算ソフト の操作など、 基本的なコンピュータ操作が可能なこと
望ましい： リ モート センシングソフト の操作については問わないがあれば望ましい

研修員に必要な実務経験年数 不問

研修使用言語 英語
日本語能力
（JLPT目安）

不問

英語能力 英語でのコミ ュニケーショ ン可

研修目標 環境共生の考え方を含め、 G   IS、G P S、ドローン、衛星リ モートセンシング技術等の基礎を習得する。

期待される成果
（習得する技術）

１ ） GI S活用の基礎知識と A     rcG ISやQ    G   IS 等のソ フ ト ウェ アを用いた分析方法を習得する
２ ） GPSの基礎知識、 農地や森林、 環境管理のためのデータ 収集システムの構築や活用方法を習得する。
３ ） ド ローン、 衛星リ モート センシングの基礎知識と リ モート センシングソ フ ト の操作方法、 ド ローンデ 
ータ の処理、 緑地抽出手法、 収量予測手法などの分析方法の基礎を習得する。

研修計画（内容）

G   IS、 リ モート センシング（ 衛星・ ド ローン ） の基礎を、 本学の持つG   ISやリ モート センシングソ フ ト ウェ
ア、 ド ローン、 蓄積し たデータ を用いて学ぶ。 GPS、 ド ローンについては、 森林地や農地等での実技と デ 
ータ 処理等の実習を行う 。

本学で行われるJICA  課題別研修等にも 参加し 、 技術の向上・ 多角的な視点の獲得・ 国際的なネッ ト ワーク
の構築を図る。 G   IS・ リ モート センシング等の最先端技術を知るイ ベント 等に参加する。

本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

こ の研修では、 G   IS、 G P S、 ドローン、 衛星リ モート センシング技術等の基礎を習得するこ と を目標と し て
いる。 技術研修であるが、 題材と し て環境共生を含め、 その考えた方も 学ぶ。 G   IS 等 の技術は、 自然資源
の適正管理と と も に、 スマート 農業等、 作業の効率化や安全安心な農産物の生産、 質の向上等にも 資す
る 。 こ のよう な技術を持つ人材を増やし ていく こ と は、 今後の日系社会の発展と 持続可能な社会づく り に
貢献するこ  と  である。

酪農学園大学は、 2009年に米国のES R  I社から 、 G   IS 技術の特に優れた機関と し て、 日本の大学と し ては一
校S A G 賞を受賞するなど、 国内最先端のG   IS 技術を有し ている。

応募希望者への特記事項 日本の文化、 北海道の文化も、 本研修を通して体験してもらえればう れしいです。

2026年度日系社会研修　コース概要	
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